
１．序論
　本研究ノートで想定するのは，二つの異なる地域1，2において，二種類の生産要素 L, K の

投入により，三種類の製品 X, Y, Z が生産されている状況である。三種類の製品のうち，製品 

X は同質財で，誰が生産者であっても，その質に変わりがない製品とする。残りの二種類の

製品 Y ， Z は異質財であり，互いに類似し合うが，その質において差別化されていて，その

意味で生産者が特定化された製品とする。

　本研究ノートではさらにいくつかの想定をおく。すなわち，製品 X は完全競争市場で売買

され，製品 Y, Z は独占的競争市場で売買される。これら製品の生産関数はすべての地域で共

通であり，製品 X は収穫一定の生産技術の下で，製品 Y, Z は収穫逓増的な生産技術の下で，

それぞれ生産される。すべての市場には参入障壁がなく，したがって収穫逓増的に生産され

る製品 Y, Z の市場においては，自然独占の結果として，単一企業しか存在しないものの，常

に潜在的競争が支配していて，単一企業であっても独占利潤を獲得することはできない。一

方，製品 X の市場における多数の競争的生産者は，その性質の同質性ゆえに，あたかも単一

主体であるかのように，ひとまとまりの生産主体として扱われる。三種類の製品 X, Y, Z は，

より高い製品価格に牽引されて，地域間を移動する。製品と（地域間移動可能な）生産要素

の輸送にはコストはかからないとする。

　周知のとおり，生産面に地域ごとの比較優位があれば，完全競争的な取引環境のもとに，

地域間の分業と双方改善的な交易が生まれる。しかしながら，比較優位は必ずしもそうした

分業交易の必要条件であるわけではない。あるケースにおいては，取引環境の独占的要素や，

地域政府の誤った補助金政策が，比較優位にもとづく地域間分業パターンの形成を歪めてし

まうことが起こり得る。他のケースにおいては，選好・生産技術・生産要素初期賦存量のす

べての面で完全に対称的な地域の間であっても，非対称的な分業パターンが生じて，交易が

開始されることが起こり得る。本研究ノートでは，簡単な動学モデルにもとづく数値計算例

を用いて，地域間分業パターンを生む原因として，生産要素の初期賦存量が地域間で非対称

的であることから生まれる比較優位のメカニズムとともに，収穫逓増下で生起する規模の経
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済の作用があることを示す。

　本研究ノートの構成は以下の通りである。第2節では，閉鎖経済の状態にある一地域経済

を取り上げ，そこでの資源配分プロセスを簡単な動学モデルとして構成する。この節では，

動学モデルの定常点としてこの閉鎖経済の市場均衡を計算し，収穫逓増産業が含まれるため

に市場均衡は非効率的であることを示し，さらに，政府による収穫逓増産業（企業）への補

助金政策によってそうした非効率性が除去できることを示す。第3節以降，二つの地域経済

が交易を通して相互に依存しあうケースに以上の議論を拡張し，収穫逓増下で地域間分業パ

ターンを生み出すメカニズムの特徴について検討する。

２．閉鎖経済の動学モデル
　本節では，分析の出発点として，他の地域との交易を完全に断ち切られ，閉鎖状態に置か

れた地域経済を検討する。本研究ノートで検討する動学モデルは，基本的に，先の研究ノー

ト［8］の第3節で定義したものと同じである。できるだけ重複を避けて，必要なポイントだ

けを整理する。

2.1　生産関数と生産者行動

　この閉鎖された経済における製品 X, Y, Z の生産関数は，すべてコブ＝ダグラス型で，

 )1.2(
x = c1 Kx

a1 Lx
b1 , a1, b1 > 0, a1 + b1 = 1, c1 = a1

a1 b1
b1

y = c2 Ky
a2 Ly

b2 , a2 , b2 > 0, a2 + b2 >1, c2 = a2
a2 b2

b2

z = c2 Kz
b2 Lz

a2

 （2.1）

であると仮定する。二種類の変数 Ki , Li は，製品 i ( = X, Y, Z ) の生産のために必要な，資本 

K および労働 L の投入量である。べき指数の与え方から明らかなように，製品 X の生産は収

穫一定であるのに対し，製品 Y, Z の生産は収穫逓増的である。ここではさらに，Y と Z の生

産関数は生産要素投入量が交替的であることも仮定している。

　生産要素市場の完全競争性とともに，生産者の費用最小化行動を仮定すると，これらの生

産関数に対応して，各製品の生産に関する総費用関数 TC ，限界費用関数 MC ，平均費用関

数 AC ，および，生産要素の派生需要関数 QK, QL を算定できる。L の賃金率を w ， K の賃貸

料を r とおき，製品 X についてこれらの関数を表記すれば，
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)2.2(  
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1
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1
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1
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1
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1
a1+b1

 

（2.2）

となる。1

　製品 X の市場は完全競争市場であり，製品 Y, Z の市場は独占的競争市場であるから，任意

の時点において，製品 X の生産者は，その市場価格 Px が限界費用 MC よりも高（低）けれ

ば，生産量を増加（減少）させるのに対して，製品 Y, Z の（独占競争的な）生産者は，市場

価格 Py , Pz が平均費用 AC よりも高（低）ければ，生産量を増加（減少）させる。すなわち，

各時点において，生産者による生産調整は，次のように行われるものと仮定する。

 )3.2(

d
dt

x(t) = Px (t) MC(x(t))[ ]x(t)

d
dt

y(t) = Py (t) AC(y(t)) y(t)

d
dt

z(t) = Pz (t) AC(z(t)) z(t)  

（2.3）

2.2　効用関数と消費者行動

　すべての地域の住民の選好は，同一の効用関数

U(x, y, z, m) = xα [β yγ + (1−β )zγ ]δ + m,   α ,β ,γ ,δ > 0 （2.4）

で表現できると仮定する。変数 m は住民が保有する貨幣の量であり，それがプラスのときは

住民の各種余剰金分配等の貨幣受取り，マイナスのときは住民による税金等の貨幣支払いを

表すとする。

　住民は，市場に出回る製品の総量を，1単位あたり，限界支払意思額相当の支払いによって，

買い取ると仮定する。この場合，各製品の市場価格はこの限界支払意思額に等しくなるが，

効用関数（2.4）の下では貨幣の限界効用は1で一定であるから，住民の各製品に対する限界

1 他の製品 Y, Z についても，これと同じ関数型として，総費用等を計算できる。ここでは，紙面の制約
上，その表記は省略する。これらのデータは，本研究ノートに関係する資料と一緒に，他の場所（sun.
econ.seikei.ac.jp/~fujigaki/）に掲示しておくので，必要に応じて参照されたい。
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支払意思額は，その製品の限界効用水準に他ならない。こうして，各時点における製品の市

場価格は，その製品の生産量の総量を消費するときの，住民の限界効用水準として決まるこ

とになる。

 (2.5) 

Px (t) =
x

U(x(t), y(t),z(t),m(t)) = x(t) 1[ y + (1 )z ]

Py (t) =
y

U(x(t), y(t),z(t),m(t)) = x(t) y 1 [ y + (1 )z ] 1

Pz (t) = z
U(x(t), y(t),z(t),m(t)) = (1 ) x(t) z 1 [ y + (1 )z ] 1  

（2.5）

生産調整式（2.3）の右辺に現れる各時点での製品価格 Px (t), Py (t), Pz (t) の数値は，製品市場（の

需要サイド）における価格形成のしくみ（2.5）にしたがって時々刻々と変化する。

2.3　生産要素市場における需給調整

　要素市場は完全競争的であって，派生需要量と初期賦存量の関係から要素価格が調整され

ると仮定する。すなわち，生産要素の派生需要量 QL, QK が，この地域の生産要素の初期賦存

量 EL, EK を上（下）回れば，要素価格 w, r は上昇（下落する）。

 (2.6) 

d
dt

w(t) = L QL (t) EL[ ]w(t), QL (t) = QL (x(t))+QL (y(t))+QL (z(t))

d
dt

r(t) = K QK (t) EK[ ] r(t) , QK (t) = QK (x(t))+QK (y(t))+QK (z(t))  
（2.6）

ここでは，要素価格調整に関する調整係数を λL, λK > 0 としている。

2.4　閉鎖経済の資源配分モデル： <モデルＩ>

　ここまでで提示された調整式をひとまとめに集約すると，五つの状態変数 x, y, z, w, r に関

する動学モデル

)7.2(  

d
dt

x(t) = Px (t) MC(x(t))[ ]x(t)

d
dt

y(t) = Py (t) AC(y(t)) y(t)

d
dt

z(t) = Pz (t) AC(z(t)) z(t)

d
dt

w(t) = L QL (t) EL[ ]w(t)

d
dt

r(t) = K QK (t) EK[ ] r(t)  

（2.7）
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が得られる。以下では，これを < モデル I > と呼ぶ。

　（2.7）の各式の右辺には，（2.2）および（2.5）を代入するものとする。さらに，生産関数

と効用関数のパラメータ(a1, b1, a2, b2, α, β, γ, δ)，資源の初期賦存量(EL, EK)，および状態変数

の初期値(x(0), y(0), z(0), w(0), r(0))，調整係数(λL, λK）の数値を，適宜に，それぞれ選んで固定し，

コンピュータを用いて <モデル I > を作動させてみる。以下にその数値計算の結果を紹介する。

2.5　生産における収穫逓増と消費における多様性選好

　初期状態，資源の初期賦存量，および調整係数を

(x0, y0, z0, w0, r0, EL, EK, λL, λK) = (1, 0.1, 0.1, 1, 1, 2, 1, 0.5, 0.5) （2.8）

と設定する。その上で，生産関数（2.1）～（2.3）のパラメータを

(a1, b1, a2, b2) = (0.5, 0.5, 0.7, 0.5) （2.9）

と定める。効用関数（2.12）のパラメータとしては，次の二通りのケースを考える。

(α, β, γ, δ) = (0.4, 0.5, 1, 0.4)， （2.10）

(α, β, γ, δ) = (0.4, 0.5, 0.4, 1). （2.11）

　効用関数のパラメータが（2.10）のケースは，製品 X の任意に固定された消費量の下に，

製品 Y の 製品 Z に対する限界代替率が一定で1となり，財 Y の1単位と財 Z の1単位は効用

において常に等価である。

　初期状態とパラメータの組合せを，（2.8）,（2.9）,（2.10）として数値計算を行うと，<モデル

Ｉ> の定常点では，製品 Z の生産量はゼロに落ち込み，生産・消費される製品は X と Y だけ

となる（［図2.1］を参照，この図で解曲線の終点 Ω はコーナー解である）。これは，初期賦

存が豊富な資源 L の生産性が相対的に高い製品 Y だけに特化して生産したほうが，収穫逓増

によって生産コストが節約される上に，そのような生産の偏りが消費面でも許容されるから

である。
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　これに対して，（2.11）のケースは，製品 X の任意に固定された消費量の下に，製品 Y の 

製品 Z に対する限界代替率が逓減するケースである。初期状態とパラメータの組合せを， 

（2.8）,（2.9）,（2.11）として数値計算を行うと，<モデル I > の定常点では，製品 X, Y, Z のいず

れの生産量もゼロにはならない（［図2.2］を参照。解曲線の終点 Ω は内点解である）。この

ケースでは，収穫逓増を活かそうとして製品 Y, Z のどちらかだけを偏って生産・消費するよ

りも，収穫逓増は活かせないが Y, Z を両方とも生産・消費したほうが，地域住民はより大き

な効用を得ることができる。
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I

P

PPF

z

図 2.2
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　以上を簡単化して述べるならば，次のようにいえるであろう。すなわち，（2.10）のケース

では，消費において種類よりも総量が重要視されるので，収穫逓増を活かすことのできる偏

向的な製品生産パターンが選択される。それに対して（2.11）のケースでは，消費の総量よ

りも多様性（あるいは質）が優先されるので，そうした偏向的生産パターンの選択はむしろ

回避される。この点から推測できるように，生産における収穫逓増と消費における多様性選

好は，閉鎖経済においては，両立させることが困難であるといえる。2

2.6　補助金政策と住民の経済厚生の改善： <モデル II >

　消費の多様性が優先される［図2.2］のケースについて分析を続ける。

　図から明らかなように，均衡点 Ω において，無差別曲面 I と価格平面 P は互いに接しあっ

ているが，生産可能性フロンティア PPF はこれらと交差している（後出の［図2.4］～［図

2.6］の左側の図も参照）。これは，製品 X は，完全競争市場で取引され，価格＝限界費用が

成立しているが，製品 Y, Z は独占的競争市場で取引され，価格＝平均費用＞限界費用となっ

ているからである。これは均衡点 Ω がパレート最適でないことを意味するが，この地域の政

府によって収穫逓増企業への補助金政策が実施されるならば，この非効率性を是正できるこ

とを示すことができる。

　地域政府は，製品 Y, Z の生産者に対して，生産1単位あたり，平均費用と限界費用の差額

分を補助金 S(y), S(z) として，支給するとする。ただし，その財源は，その地域に居住する住

民への課税によって調達されると仮定する。この補助金政策下では <モデル I> は次のように

修正される。

 (2.12) 

d
dt

x(t) = Px (t) MC(x(t))[ ]x(t)

d
dt

y(t) = Py (t) AC(y(t))+ S(y(t)) y(t), S(y(t)) = AC(y(t)) MC(y(t))

d
dt

z(t) = Pz (t) AC(z(t))+ S(z(t)) z(t), S(z(t)) = AC(z(t)) MC(z(t))

d
dt

w(t) = L QL (t) EL[ ]w(t)

d
dt

r(t) = K QK (t) EK[ ] r(t)  

（2.6）

2 ［図2.1］と［図2.2］における記号の意味は次の通りである。
PPF：生産可能性フロンティア，　A：初期点，　Ω：解曲線の終点（均衡点），　
Aと Ω を結ぶ曲線：解曲線，　　I：Ω を通る（効用の）無差別曲面，　
P：Ω を通る価格平面。
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補助金政策を含むように修正されたこの動学モデル──これを < モデル II > と呼ぶ── の

解曲線の終点 Ω では，すべての製品について価格＝限界費用が成立し，したがって均衡点 Ω 

では効率性条件が成立する。

　この改善は，住民に課税し，その税収を財源として生産者に補助金を支給することによっ

て，達成されるわけであるが，課税によって住民が被る効用低下は，補助金政策下の均衡点 

Ω での消費改善によって，元を取ること（補償すること）ができるのであろうか。実際に数

値計算することによって，それが可能であることを確認することができる。それを示すこと

にしよう。

　はじめに，初期状態とパラメータの組合せは，先と同様に，（2.8）,（2.9）,（2.11）として設定す

る。［図2.3］は，補助金政策が実施される場合の，初期点 A から終点 Ω へと至る解曲線を

描いた3次元図である。また，［図2.4］～［図2.6］のそれぞれ右側に位置する図は，［図2.3］

の終点 Ω を通る各座標軸に直行する三つの平面が，［図2.3］の図面を切断してできる断面図

である。
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z

図 2.3
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図 2.6

　これに対して，［図2.4］～［図2.6］の左側に描かれた図は，補助金政策が実施されない場

合に対応する切断面である（その3次元図は［図2.2］に他ならない）。

　補助金政策が実施されるときには，無差別曲面 I ，価格平面 P ，そして生産可能性フロン

ティア PPF のすべてが，均衡点 Ω において，互いに接し合っていることを確認できる。

　また，［表2.1］には，補助金政策が実施されないとき，および実施されるときの，均衡点

の座標，および，均衡点での地域住民の効用水準が示されている。補助金政策の実施によって，

住民の経済厚生（効用水準）が改善されることを確認できる。

表2.1

補助金政策

なし あり

均衡点 Ω (1.41423, 0.603679, 0.463969) (1.28566, 0.670022, 0.515115)

Ω での効用水準 0.891802 0.895055

３．地域間交易モデル

　ここまでは閉鎖された単一の地域経済を想定したが，本節以降では，互いに交易し合う二

つの地域経済を分析対象とする。交易に障壁のない地域間では，製品の価格に地域格差があ

るときには，より高い価格が成立している地域に向けて，製品は移動（拡散）すると考えられる。
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そこで，まずはじめに，前節で導入した閉鎖経済の動学モデルを，地域間交易を含むように

拡張することを考えてみる。

3.1　収穫逓増的な生産プロセスを含む地域間交易モデル：<モデル III >

　記号を次のように定義する。

gii : 地域 i = 1, 2 の生産者が地域内で生産する製品 G = X, Y, Z の量。

  その生産量は，完全競争市場で取引される製品 G = X については，その地

域の市場価格 Pxi と限界費用 MCxi の格差の方向に向けて調整される。

  一方，独占的競争市場で取引される製品 G = Y, Z については，その地域の

市場価格 Pgi と平均費用 ACgi の格差の方向に向けて調整される。

gD : 地域1への地域2からの製品 G = X, Y, Z の移入量，ただし負値のときは移

出量。

  その交易量は，製品 G の市場価格の地域間格差に比例して調整される。

  調整速度を λg （正の固定値）とおく。

gi : 地域 i = 1, 2 に居住する住民の製品 G = X, Y, Z の消費量。

  各時点において，g1 = g11 + gD，g2 = g22 - gD　が成立する。

wi : 地域 i = 1, 2 の生産要素 L の価格（賃金率）。

  その価格水準は，各地域の生産要素 L の派生需要量 QLi と初期賦存量 Li と

の格差に比例して調整される。調整速度を λLi （正の固定値）とおく。

ri : 地域 i = 1, 2 の生産要素 K の価格（単位あたり賃貸料）。

  その価格水準は，各地域の生産要素 K の派生需要量 QKi と初期賦存量 Ki 

との格差に比例して調整される。調整速度を λKi （正の固定値）とおく。

σ : 地域2の一単位貨幣量を地域1の貨幣で測った相当量（為替レート）。

  その値は，地域1の交易収支（の赤字額）に比例して調整される。

  調整速度を λσ（正の固定値）とおく。

　これらの記号を用いて次のように定義される二地域間交易の動学モデルを考える。以下で

は，調整式（3.1）～（3.5）で定義される動学モデルを < モデル III > と呼ぶ。
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製品 X の生産と交易の調整式：

 )1.3(

d
dt

x11(t) = [Px1(t) MCx1(t)] x11(t)

d
dt

xD (t) = x [Px1(t) (t)Px2 (t)]

d
dt

x22 (t) = [Px2 (t) MCx2 (t)] x22 (t)  

（3.1）

製品 Y の生産と交易の調整式：

 )2.3(

d
dt

y11(t) = [Py1(t) ACy1(t)] y11(t)

d
dt

yD (t) = y [Py1(t) (t)Py2 (t)]

d
dt

y22 (t) = [Py2 (t) ACy2 (t)] y22 (t)  

（3.2）

製品 Z の生産と交易の調整式：

(3.3) 

d
dt

z11(t) = [Pz1(t) ACz1(t)] z11(t)

d
dt

zD (t) = z [Pz1(t) (t)Pz2 (t)]

d
dt

z22 (t) = [Pz2 (t) ACz2 (t)] z22 (t)  

（3.3）

生産要素 L, K の価格 w, r の調整：

)4.3(  

d
dt

w1(t) = L1 QL1(t) EL1[ ]w1(t)

d
dt

r1(t) = K1 QK1(t) EK1[ ] r1(t)

d
dt

w2 (t) = L2 QL2 (t) EL2[ ]w2 (t)

d
dt

r2 (t) = K 2 QK 2 (t) EK 2[ ] r2 (t)  

（3.4）

為替レート σ の調整式 3：

 (3.5) 

d
dt

(t) = [Max(Px1(t), (t)Px2 (t))xD +

Max(Py1(t), (t)Py2 (t))yD + Max(Pz1(t), (t)Pz2 (t))zD ]
 （3.5）

3 この調整式の右辺の［　］の部分は地域1の交易収支（プラスのとき移入超過，マイナスのとき移出超過）
を表す。また，Max(A, B) は A と B のうち大きな方を指定する記号である。
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3.2　交易による規模の経済性と消費の多様性の両立可能性

　地域1は資源 L が豊富に存在し，地域2は資源 K が豊富に存在すると仮定する。それ以外

の初期値，パラメータ値は，前節での想定（2.8）,（2.9）,（2.11）と同じで，次の通りである。

地域1における製品生産，要素価格の初期値，および初期資源賦存量：

(x11(0), y11(0), z11(0), w1(0), r1(0), EL1, EK1) = (1, 0.1, 0.1, 1, 1, 2, 1) （3.6）

地域2における製品生産，要素価格の初期値，および初期資源賦存量：

(x22(0), y22(0), z22(0), w2(0), r2(0), EL2, EK2) = (1, 0.1, 0.1, 1, 1, 1, 2) （3.7）

製品交易量と為替レートの初期値：

(xD(0), yD(0), zD(0), σ(0)) = (0, 0, 0, 1) （3.8）

調整係数の値：

(λx, λy, λz, λL1, λK1, λL2, λK2, λσ) = (0.5, 0.5, 0.5, 0.5, 0.5, 0.5, 0.5, 0.5). （3.9）

生産関数のパラメータ値：

(a1, b1, a2, b2) = (0.5, 0.5, 0.7, 0.5) （3.10）

効用関数のパラメータ値：

(α, β, γ, δ) = (0.4, 0.5, 0.4, 1)． （3.11）

　以上の設定の下で数値計算によって求められる解曲線上の，地域1と2における製品 X, Y, Z 

の生産，および消費の変動は，それぞれ，［図 3.1］，［図 3.2］のように描くことができる。こ

れらの図において，ΩP は生産特化した地域内生産点であり，ΩC は多様性を満たす地域内消

費点である。
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図 3.2　地域2における生産と消費の時間変化
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　さらに［表3.1］は，交易が行われないとき，および行われるときの，地域1，2における均

衡点での消費の差異を示したものである。生産の地域間分業と交易により，双方の地域にお

いて，住民の経済厚生が改善されていることがわかる。

表3.1

地域1と地域2の地域間交易

交易がないとき 交易があるとき

地域1 地域2 地域1 地域2

均衡為替レート ̶̶̶ 1

均衡での生産Ωp (1.414, 0.604, 0.464) (1.414, 0.464, 0.604) (1.419, 1.289, 0) (1.419, 0, 1.289)

均衡での消費Ωc (1.414, 0.604, 0.464) (1.414, 0.464, 0.604) (1.419, 0.645, 0.645) (1.419, 0.645, 0.645)

Ωc での効用 0.891802 0.891802 0.96495 0.96495

　これらの結果から明らかなように，製品 Y, Z の生産は，地域間での資源賦存量の非対称性

が生む比較優位性を反映して，それぞれ，地域1と地域2の片方ずつに集中している。各地域は，

比較優位を有する製品の生産に特化することによって，生産における規模の経済性を最大限

に活かすことができている。地域間交易が可能であるから，生産において地域特化が起こっ

ても，地域住民は交易を通して多種類の製品の消費が可能である。すなわち，地域間交易が

可能であれば，生産における収穫逓増がもたらす規模の経済は，消費の多様性と両立可能に

なる。二つの地域の生産パターンは完全に異質であるものの，二つの地域の住民は，地域間

交易によって，多種類の製品の消費（消費の多様性）を，ともに享受することができている。

４．地域間交易と補助金政策
　前節では，地域間交易を通して，収穫逓増下の規模の経済性と消費の多様性とが両立可能

になることをみた。これは収穫逓増的環境下で地域間交易が有する大きな利点と言えるが，

交易が生む他地域との相互作用の結果として，複雑化する問題も現れてくることに注意する

必要がある。そうした問題の典型として，本節では，地域政府の収穫逓増企業（産業）に対

する補助金政策の効果について検討する。

4.1　単一地域だけで実施される補助金政策の帰結：<モデル IV >

　閉鎖経済では，住民から収穫逓増企業への資金移転によって，住民の経済厚生を高めるこ

とが可能である。これは第2.6節の <モデル II > にもとづく数値計算例で示した。しかし，地

域間交易があるときには，単独地域のみによる補助金政策は，かえってこの地域の住民の厚
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生を悪化させてしまう。これを数値例によって示すために，第3節の <モデルIII> について，

製品 Y と Z の生産と交易の調整式の部分だけを，次のように修正した動学モデル──この動

学モデルを < モデル IV> と呼ぶことにする──を用いて検討する。

製品 Y の生産と交易の調整式：

 (4.1) 
d
dt

y11(t) = [Py1(t) MCy1(t)+ Sy1(t)] y11(t), Sy1 = ACy1(t) MCy1(t)

d
dt

yD (t) = y [Py1(t) (t)Py2 (t)]

d
dt

y22 (t) = [Py2 (t) MCy2 (t)] y22 (t)  

（4.1）

製品 Z の生産と交易の調整式：

 (4.2) d
dt

z11(t) = [Pz1(t) MCz1(t)+ Sz1(t)] z11(t), Sz1 = ACz1(t) MCz1(t)

d
dt

zD (t) = z [Pz1(t) (t)Pz2 (t)]

d
dt

z22 (t) = [Pz2 (t) MCz2 (t)] z22 (t)  

（4.2）

　補助金政策とは，本節においても，地域住民への課税で徴収した資金を，製品 Y, Z の単位

生産あたり平均費用と限界費用の差額の率で，収穫逓増企業に補助金として支給する政策の

ことと定義するが，（4.1）,（4.2）では，これが実施されるのは地域1のみと仮定している。

　［表4.1］は，第3.2節と同じ初期条件とパラメータ値（3.6）～（3.11）の下に，<モデル 

IV> を稼働させて求めた数値計算結果を整理したものである。

表4.1

地域1政府の補助金政策

実施されないとき 実施されるとき

地域1 地域2 地域1 地域2

均衡為替レート 1 1.021

均衡での生産Ωp (1.419, 1.289, 0) (1.419, 0, 1.289) (1.095, 1.649, 0) (1.599, 0, 1.095)

均衡での消費Ωc (1.419, 0.645, 0.645) (1.419, 0.645, 0.645) (1.276, 0.781, 0.519) (1.418, 0.868, 0.577)

Ωc での効用 0.96495 0.96495 0.92335 1.00464

　閉鎖経済のときと違って，地域1政府が単独で補助金政策を行う場合，この地域の住民の

経済厚生は，補助金政策が行われない場合と比較して，U = 0.96495 から U = 0.923335 へと，
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かえって悪化してしまう。

　なぜそのようになるのか，理由は明らかである。補助金政策下でも地域1の比較優位に変

化はないので，地域1は引き続き製品 Y の生産に特化する。補助金政策によって “価格＝限

界費用＜平均費用” の関係が成立するので，地域1の製品 Y の市場価格は低下し，需要量（＝

生産量）は増加する。一方で，製品 Z は地域2の企業が特化して生産するから，地域1で実

施される補助金政策は，製品 Z の市場価格には直接には影響を与えない。こうして，地域1

の住民は，安くなった製品 Y と交換に，価格に変化のない，したがって相対的に高価になっ

てしまった製品 Z を，地域2から購入しなければならなくなる。すなわち，地域1の交易条件

は悪化する。地域1政府による補助金政策は，その地域の生産を効率化するものの，しかし

ながら交易条件を悪化させ，交易後の住民の経済厚生をかえって悪化させてしまうのである。

4.2　補助金政策ゲームと囚人のディレンマ

　［表4.1］からはもうひとつ興味深いことが見出される。すなわち，地域1の政府が補助金

政策を実施するとき，地域2の政府は，敢えて無策を続けることで，自地域住民の経済厚生

を高めることができている。すべての地域政府が同時的に補助金政策を採用して，全域的な

生産効率性を達成することは，明らかに望ましい。しかしながら，何らかの強制的な履行の

しくみがないところでは，そうした政策協調を実現することは難しいことかもしれない。本

節で提示した動学モデルを用いて，この悲観的推測に結びつく数値例を提示しておく。

　地域1，2の地方政府が，他政府の出方を見ながら，補助金政策を実施するかどうか考えて

いる状況を想定する。各政府の可能な選択肢（戦略）は，補助金政策を実施するか，しない

かである。4つの可能な組合せのうち二つまでは既に［表 4.1］で計算済みである。残りの二

つについても，これまでと同じ初期条件とパラメータ値で数値計算する。その結果を整理し

たものが，次の［表 4.2］である。

　この表の4つの成分（U1, U2）は，対応する戦略の組合せの下で実現する <モデル IV> の定

常点での，地域1の住民の効用水準 U1 と地域2の住民の効用水準 U2 を表している。この利

得行列は，まさしく「囚人のディレンマ」のそれと同型であることを確認できる。4

4 二つの地域政府が協調して補助金政策を実施すれば，すべての製品の生産において 価格＝限界費用の
条件が成立して，パレート効率性が達成される。しかし，二つの地域政府によるこうした政策協調は，
ナッシュ均衡ではない。すなわち，政策協調の実施中に，一方の地方政府が単独に補助金政策を放棄
すると，その地域の住民が獲得できる効用水準はより高くできる。こうして，二つの政府の行き着く
先は，ともに補助金政策を実施しないという，両地域住民にとっては最悪の状態となってしまう。
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表4.2

政府2の補助金政策

実施しない 実施する

政府１の
補助金政策

実施しない (0.96495, 0.96495) (1,00464, 0.92335)

実施する (0.92335, 1.00464) (0.968446, 0.968446)

５．収穫逓増と対称的パターンから非対称的パターンへの分岐

　まったく同等・同質的な経済主体の間では，何か経済的な取引が行われることは起こり得

ないことのように思われる。これら同等・同質の主体が使用する生産技術が収穫逓減ないし

は収穫一定のケースでは確かにその通りと考えられるが，収穫逓増的ケースにおいては，何

かの偶然のきっかけで，同等性から異質性が発生，分岐し，同質であった二つの主体がそれ

ぞれに特徴的な性質を備えるように変化してしまうということが起こり得る。

　本節では，本研究ノートで取り上げた単純な地域間交易モデルを用いて，そのような例を

示してみる。ただし，分析の簡単化のために，地域間を移動して取引可能な製品は Y, Z の二

種類だけに限定され，製品 X は，いずれの地域でも，その地域内で産出されたものしか消費

できない（したがって恒等的に xD = 0 ）と仮定する。

5.1　対称的二地域の動学モデル： <モデル V >

　地域1と2は完全対称的で，すべての側面で同じ特徴をもつと仮定する。両地域の資源賦

存量は

(EL1, EK1) = (EL2, EK2) = (1.5, 1.5) （5.1）

であり，交易開始時における地域1，2の初期状態は，閉鎖経済の均衡 Ω = (x*, y*, z*, w*, r*) の

近傍

(x11(0), y11(0), z11(0), w1(0), r1(0)) = (x*, y*, z*, w*, r*)

(x22(0), y22(0), z22(0), w2(0), r2(0)) = (x*, y*, z*, w*, r*) （5.2）

(yD(0), zD(0), σ(0)) = (ε, - ε, 1), 　εは微小な正ないし負の定数

にあるとする。5

5 地域 1, 2 の生産関数と効用関数のパラメータ値，および，動学モデルの調整係数の値は，第3節にお
けるのと同様，（3.9）,（3.10）,（3.8）であるとする。二つの地域の資源賦存量が（5.1）のとき，閉鎖経済
の定常点 Ω = (x*, y*, z*, w*, r*) では，どちらの地域においても
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　以下では，仮定によって xD は恒等的にゼロであることから，<モデルIII> の定義式のうち，

（3.1）の第二式はシステムから除外し，かつ（3.5）の右辺の xD を含む項を削除して，これを

 (5.3)
d
dt

(t) = [Max(Py1(t), (t)Py2 (t)) yD + Max(Pz1(t), (t)Pz2 (t)) zD ]
 

（5.3）

と修正する。

　この動学モデル──以下ではこれを <モデル V> と呼ぶことにする──を用いて，初期状

態のごくわずかな違いが，まったく別種類の定常状態への分岐を招くことを示してみよう。

5.2　複数定常点の存在

　上に定めた初期状態（5.2）を Aε とおく．初期状態 Aε は，ε = 0 のとき， <モデル V> の定常

点である。地域 1, 2 で対称的なこの定常点を（初期状態 A0 と同一であるが，初期点でなく定

常点であることを強調するために記号を区別して） Ω0 とおく．

 (5.4) 

0 :
x11* = 1.5, x22* = 1.5,
y11* = 0.568926, yD* = 0, y22* = 0.568926,
z11* = 0.568926, zD* = 0, z22* = 0.568926,
w1* = 0.250281, r1* = 0.250281, w2* = 0.250281, r2* = 0.250281, * = 1

 （5.4）

実際，Ω0 の数値を <モデル V> の定義式に代入して計算してみると，このモデルの状態変数

の時間変化率がすべてゼロになることを確認できる（なお，Ω0 では交易は行われないから，

σ* の値は正であれば任意の定数であってかまわない。σ* = 1 とするのは便宜的な想定にすぎ

ない）。

　<モデル V> には Ω0 以外にも複数の非対称的な定常点が存在する。実際に計算によって確

認できるように，

 (5.5) 

1 :
x11* = 1.50524, x22* = 1.50524,
y11* = 1.29078, yD* = 0.645391, y22* = 0,
z11* = 0, zD* = 0.645391, z22* = 1.29078,
w1* = 0.285563, r1* = 0.24163, w2* = 0.24163, r2* = 0.285563, * = 1

 （5.5）

x* = 1.5, y* = 0.568926, z* = 0.568926, w* = 0.250281, r* = 0.250281
 となることを，<モデル I > に基づく数値計算で確認することができる。

173簡単な動学モデルによる地域間交易についての一考察（3）　藤垣　芳文



 (5.6)

2 :
x11* = 1.50524, x22* = 1.50524,
y11* = 0, yD* = 0.645391, y22* = 1.29078,
z11* = 1.29078, zD* = 0.645391, z22* = 0,
w1* = 0.24163, r1* = 0.285563, w2* = 0.285563, r2* = 0.24163, * = 1

 

（5.6）

の二点においても，状態変数の時間変化率はすべてゼロになる。すなわち，Ω1 および Ω2 も 

<モデル V> の定常点である。各成分の数値をみて直ちにわかることであるが，定常点 Ω1 で

は地域1は製品 Y の生産に特化するのに対して，地域2は製品 Z の生産に特化する。もう一

つの定常点 Ω2は， Ω1 の鏡像になっていて，特化のパターンが逆である。

5.3　収穫逓増と定常点の双安定性

　初期状態（5.2）に含まれる ε について（1）ε = 0 ，（2）ε = - 0.001，（3）ε = 0.001 ，の三つ

のケースを考える。

　すでに（1）の場合については初期状態 A0 が定常状態 Ω0 であることをみたが，この状態か

らごくわずかに外れた点を初期点として動学モデルの変動を数値計算で追ってみると，時間

とともに状態は当初の位置からますます離れていき，まったく異なる状態へと行き着くこと

を確認できる。なお，そうしたことの例外は，初期点が Ω0 に関する安定多様体の上にたま

たま位置している場合であり，そのケースでは時間とともに状態は Ω0 に復帰する。［図 5.1］

を参照。

　それに対して（2）および（3）を含むような一般の場合においては，それが行き着く先は

上記の二つの定常点 Ω1 あるいは Ω2 である．［図5.2］では（2）のケースが，そして［図5.3］

では（3）のケースが描かれているが，それぞれの終点は Ω1，Ω2 となっている。6

　動学的システムに単一の不安定な対称定常点とともに，複数の安定な非対称定常点が存在

する状況は「双安定性」が成立する状況といわれ，均一性から異質性が生じる一要因として，

生物学をはじめ，様々な分野で取り上げられるものである。7　地域間交易の文脈においても，

製品の生産における収穫逓増が原因となって，そうした「双安定性」の状況が発生することを，

本節の数値計算例は証示している。

6 ただし，［図5.2］と［図5.3］における初期点は，Aε，A- ε ではなく，c Aε ，c A - ε で指定している。こ
こで c = 0.5 ないし c = 2 である。

7 双安定性に関する詳しい説明は，［2］の13章，16章，［5］の7章などを参照されたい。
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６．製品だけでなく生産要素も地域間移動可能な場合8

　生産技術が収穫逓増的で，かつ移動や輸送の費用がゼロのケースでは，複数地域での生産・

消費が全体として最も効率化されるのは，これら地域が全体として一つに統合される場合で

あることは明らかである。地域間に分散した資源を一つの地域内に運び込み，そこで集中生

産することで実現可能な最大限の規模の経済性を発現させ，そうして得られた成果物を各地

域間で，各地域の初期資源保有量に応じて，分配し合うという方法が実現できれば，各地域

の住民は最大可能な製品消費を確保できるであろう。

　すべての製品が収穫逓増的な場合には，資源もすべて地域間移動可能でないことには，こ

の主張は正しいとはいえなくなる。しかし，製品のなかに収穫一定の製品が含まれている場

合には，かならずしも全資源（全生産要素）が地域間移動可能である必要はない。以下では，

生産要素 L は地域固定的，生産要素 K は地域間移動可能と仮定して，それを反映する動学モ

デルを構成し，数値計算することにより，この点を示すことにしよう。

6.1　資源 K のみ地域間移動可能： <モデル VI >

　<モデル III > において，生産要素 K は地域間移動可能，要素価格 r は共通市場で決定され

ると仮定し直して，（3.4）,（3.5）を次のように修正する。この動学モデルを <モデル VI > と

呼ぶ。

生産要素 L, K の価格 w, r の調整：

)1.6(  

d
dt

w1(t) = L1 QL1(t) EL1[ ]w1(t)

d
dt

w2 (t) = L2 QL2 (t) EL2[ ]w2 (t)

d
dt

r(t) = K QK1(t) + QK1(t){ } (EK1 + EK 2 ) w2 (t)  

（6.1）

8 本節においても，それぞれの地域経済は資源（生産要素）の初期賦存量を除いては同質的であり，企
業の生産関数（2.1）と住民の効用関数（2.4）は地域間で共通であると仮定する。本節での主張点はこ
うした限定的な想定の下で述べられるもので，パラメータさえも特定値に固定された特別の生産関数
と効用関数を前提とした議論になっている点は，本節の内容に課せられた大きな制約といわなければ
ならない。本節における主張点がより一般的文脈で妥当するかどうかは，引き続き検討されるべき今
後の課題である。
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為替レート σ の調整式：

 (6.2) 

d
dt

(t) = w1(t) EL1 + (t) r(t) EK1{ }

+ Px1(t) x11(t) + Max Px1(t), (t) Px2 (t)[ ]xD (t){ }
+ Py1(t) y11(t) + Max Py1(t), (t) Py2 (t) yD (t){ }
+ Pz1(t) z11(t) + Max Pz1(t), (t) Pz2 (t) zD (t){ }

+ S1(y(t)) y11(t) + S1(z(t)) z11(t){ }  

（6.2）

為替レート調整式（6.2）については，（3.5）と較べて大きな変更が施されているので説明が

必要であろう。資源の地域間移動がない場合には，交易収支の不均衡だけが為替レートの変

化を生んだ。それに対して，資源 K の地域間移動がある場合には，交易収支の不均衡は，地

域間の資本所得移動を含んだ住民の所得消費収支および政府財政収支の不均衡と相殺し合

い，それでも不均衡が残る場合に為替レートの調整を生み出すと考える。9

6.2　数値計算の結果

　第3節で設定した <モデル III> の初期条件とパラメータ値（3.6）～（3.11）をここでも採

用して，<モデル VI> の数値計算を実行する。この初期条件においては，地域間移動できな

い資源は L であり，その賦存量が相対的に多いのは地域1であることに注意する。

　この数値計算の結果をまとめたものが，［図6.1］と［図6.2］である．A は初期点，ΩP は生

産の終点，ΩC は消費の終点である。また，U は ΩC を通る無差別曲面，PPF は生産可能性曲面，

P は ΩC での価格平面である。

9 為替レート調整式（6.2）に含まれる S1 は，地域政府がその地域の住民から徴収し，その地域の生産
者に支給する補助金の，生産単位あたり支給率である。本研究ノートでは，各地域に賦存する生産要
素の保有者は，その地域の住民であって，この住民自身は居住地を変更することがない，と一貫して
仮定する。なお，先の研究ノート［8］，第5節では，資源移動可能なケースでの為替レートの変動要
因として，交易収支以外の要素に対する配慮を欠いていたので，その部分の内容に関しては再検討が
必要とされる。
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　さらに，［表6.1］には，地域1，2における，均衡点での生産，消費，効用水準の数値が比

較対照されている。この表の数値をみると，地域間移動しない生産要素 L の賦存量が多い地

域（地域1）では，製品 X, Y , Z のすべてが生産されるのに対し，L の賦存量が少ない地域（地

域2）では，製品 X だけに生産が特化していることがわかる。
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表6.1

地域1，2の交易がもたらす結果

地域1 地域2

均衡為替レート 1

均衡での生産 Ωp (1, 1.30705, 1.30705) (2, 0, 0)

均衡での消費 Ωc (1.5, 0.653525, 0.653525) (1.5, 0.653525, 0.653525)

Ωc での効用 0.992068 0.992068

　こうなる理由は，数値計算に拠らずとも，次のような簡単な推論による説明が可能である。

すなわち，製品 Y , Z は収穫逓増的であるから，生産規模が大きいほど生産の効率性は高めら

れる。ところで，地域固定的な生産要素 L の賦存量は，地域1においてより大きい。この相

対的に豊富な生産要素 L との結合を求めて，地域間移動可能な生産要素 K が，地域2から地

域1に流入する。その結果，地域1ではより大規模な地域内生産が，地域2はより小規模な地

域内生産が，それぞれ実行されることになる。

　収穫逓増的な製品 Y , Z の生産は，大規模生産地域である地域1において集中的に行われる

のが適切である。実際，地域1においては，K 流入後の生産要素 L , K の組合せの下に（全地

域が統合一体化して生産を行うときに実現可能であったのとちょうど等しい量の）最大限の

製品 Y , Z の生産が可能である。さらにそのうえ，生産要素 L , K には残余が生じるので，こ

れを製品 X の生産に振り向けることができる。こうして，大規模生産地域1では，全製品 X , 

Y , Z のすべての生産が行われる。

　一方，小規模生産地域の地域2では，収穫一定の製品 X の生産だけが行われる。収穫一定

の製品は任意の規模に生産を分割することが可能だから，（全地域が統合一体化して生産を

行うときに実現可能であるのとちょうど等しい量の）最大限の製品 X の生産量が，地域1と2

でそれぞれに生産される製品 X の合計分として実現される。こうして，小規模地域である地

域2では，収穫一定の製品 X だけに特化した生産が行われることになる。

6.3　補助金政策の帰結

　製品 Y , Z の生産が効率的に行われるようにすることを意図した政府によって，これらの製

品の生産者に対して補助金が支給されるケースを考えてみよう。これまでと同様，この政策

の財源は当該地域住民への課税からの収入が充てられるとする。

　<モデル VI> の製品 Y, Z に関する生産調整式を補助金を含むように（4.1）,（4.2）で置き換え，

これまでと同様に，初期条件とパラメータ値を（3.6）～（3.11）と設定して，数値計算を実

行する。その結果は［表6.2］のように整理できる。
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表6.2

製品 Y, Z 生産企業への補助金政策の帰結

地域1 地域2

均衡為替レート 1.04095

均衡での生産 Ωp (0.727273, 1.4509, 1.4509) (2, 0, 0)

均衡での消費 Ωc (1.22727, 0.652906, 0.652906) (1.5, 0.797996, 0.797996)

Ωc での効用 0.915202 1.07458

　第4節で <モデル IV> についてみたのと同様の帰結が，ここでも成立することを確認する

ことができる。そうした結果が導かれる理由も，第4節におけるのと同じである。すなわち，

地域1に居住する住民の負担で，より多く，より安い価格で生産されるようになった収穫逓

増的な製品 Y, Z は，相対的に割高な価格になった地域2の製品 X との交換で，地域2へ移出

される。こうして，地域1政府が実施する製品 Y , Z の生産者を対象とする補助金政策は，地

域1の交易条件の悪化を招き，それによって地域1の経済厚生は結果的に悪化し，それとは逆

に，地域2の経済厚生は向上する。

　第4節の <モデル IV> においては，二つの地域が製品 Y , Z のそれぞれの生産に特化する結

果となったので，二つの地域政府が協調して補助金政策を実施すれば，（囚人のディレンマ

に陥る危険は残るものの）全地域的なパレート効率性を実現できたのであるが，本節の <モ

デル VI> においては，地域2は収穫一定の製品 X に生産特化し，この地域での補助金政策の

必要性が生まれないから，そもそも協調的補助金政策の実施は最初から不可能である。この

ことは，本節で想定する状況（すべてでなく，一部の生産要素のみ地域間移動可能な状況）

においては，補助金政策によって収穫逓増産業の全域的効率化を実現することが不可能であ

ること（少なくともそうした不可能性の蓋然性が認められること）を意味すると考えられる。

6.4　本節で述べた主要な論点

　いささか冗長な本節の議論を要約し，その論点を箇条書きに整理することで，本研究ノー

トの結びとする。

（1） すべての資源が移動可能なときの全地域的規模での資源配分は，資源が地域ごとに固

定化されるときよりも，より効率的である。

（2） 複数種類の製品のなかに収穫一定の生産技術によって生産されるものが含まれるとき

には，すべての資源が移動可能でなくても，すべての資源が移動可能な場合に達成さ

れるのと同じ生産パターンが実現可能である。

（3） 複数種類の資源のなかに地域間移動しないものが含まれるときは，その資源が相対的
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に豊富な地域において生産規模はより大きくなる。

（4） 地域間移動しない資源が存在するときは，初期における資源賦存量が地域間で非対称

的であっても，それによる地域ごとの比較優位は生じない。

（5） 地域間移動しない資源が存在するときは，収穫逓増的製品の生産は地域間移動しない

資源を豊富に保有する地域，すなわち生産規模が相対的に大きくなる地域において集

中するのに対して，生産規模が相対的に小さい地域では，収穫一定的な製品の生産だ

けが行われる。

（成蹊大学経済学部教授）
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